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九州電力株式会社新大分発電所納めコンバインドサイクル発電プラント

クル発電プラントの全景を示す｡

地球環境問題は温暖化,根性雨,オゾン層の破壊

など多種多様であり,エネルギー椚賀と密接に関係

する｡わが悶では1990年川Hに地球砧訓麦化防l卜計画

を発表した｡2000年以降,一人二11たりのCO2排出境を

1990年レベルに安立化するためにはいっそうの省エ

ネルギーユ攻策が必要である｡

エネルギー消費の中で電ノJ需要はますます増加し

つつあり,特に1987年以降の5年間を平均するとヱト

率5%以上の人幅な伸びを示している｡電力で原子

力や口然エネルギーの利別拡人はもちろん必要であ
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るが,地球温暖化防止のためには火力発電の効率向

上によるCO2排廿.量の低減が必要であり,また環境

に関しては酸性雨の傾国物質であるNOx(窒素酸化

物)とSOx(硫黄酸化物)の削減が必要である｡

R‾た製作所は,発電の高効率化や環境調和化を目

指して,.たi温ガスタービンをベースにした高効率コ

ンバインドサイクル発電,蒸気サイクルの高温･高

圧化,運鞘性の向上,低NOx燃焼,排煙脱硫,脱硝

装置,および燃料電池の開発を推進している｡

*い､エ製作所火ノJ技術本挑 **‖‾､エ製作所エネルギl一環咤技術抑進本部二1二`､アニ悼_【二
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□ はじめに

わがl土1では内需の拡大と民/I淵需要の伸びによって電

ノJ需安は引き続き増加し,悦√r一ノJ発屯とともに火力発電

の増設が計画されている｡わが凶の火力ヲ芭電の施設計内

では,LNG(液化人然ガス)や石炭火力を■l■心とする石油

代替電源と,燃料電池などの分散電源で訂要の増加1を賄

うことにしている｡口_‾)∫†二製作所は,増大する屯ノJ需要に

対応し,かつ火ノJ発毛の環境に貞献するために,高効率,

環境適合形発電技術の開発を最重点で推進している｡

ここでは,｢環境調和をH指した火ノJ発電新技術+の開

発,実用化および媒望について述べる｡

凶 火力発電を取り巻く環境

IU二界のエネルギー資源は有限である｡その岬戚塩を

表1に示す1)｡確認埋蔵量を,ホ油,天然ガスで1990年ベ

ースの,石炭で1987年ベースの,ウランで1989年ベース

の各/l三屋量を基準にして算州した可採年数で比較する

と,ホ炭が300年以_卜と最も良く,石油,大然ガス,ウラ

ンはいずれも50年前後と短い｡わがl一郎まエネルギーの大

部分を輸人に依存しており,供給の安定性と経済性から

エネルギーのベストミックスが叫ばれている｡発電電力

表l世界のエネルギー資源埋蔵量 エネルギー資源の中

で,石炭の可採年数は最も長く,石炭は長期的に安定なエネルギー

である｡

石)由 天然ガス 石 炭* ウラン

究極埋蔵量 2兆bl 204兆mこ‡ 5.5兆t

確認埋蔵量(R) 9.991億bl l19兆m3 柑′了55億t 232万t

年生産量(P) 2Z【億bl 2.14兆m3 32.8億t 3.4万t**

可採年数(R/P) 45年 56年 328年 68年

注:略語説明など *(高品位炭),**(共産圏を除く(,),

b】(バレル)

出典:資源エネルギー庁 総合エネルギー統計(平成3年度)

表2 わが国での電力需要の伸び 最近5年間の電力量と最

大電力の平均伸び率は5%以上と大きい｡

1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 平均

電力 量(%) 6.1 4.7 5.8 7.2 3.8 5.5

最大電力(%) 3.6 6.1 4.9 12.1 2.9 5.9

出典:資源エネルギー庁 平成元年～4年度電力施設計画の概要

鼓の伸びを表2に′]ミす2)｡

屯ノJ需安は電力量,最大竜ノ]のいずれでも著しく増加

している｡最近5年間の電力器‾要の伸び率は平均5%以

卜で,うミとして産業片はりも業務用電力や電灯などの比

/l淵電力需要増加によるところが大きい｡最近の特長と

して,最大電力詫漕が夏季に加えて冬季でも増加してい

ること,首都圏への一丁石集中形になっていることがあげ

られる｡

わが蛸での-､Ii戊4～13年度電此間発計画2)を表3に示

す｡′卜後10年問で合計7,525万kWの電兆ミが新設され,そ

の63%に仰当する4,745‾ノ九Wを火力発電で供給し,す撮

とLNG火力がほぼ50%ずつ11める｡

近午の地球温暖化に対して,1992牛6月ブラジルで開

催された環塙サミットで;も象変動枠組み条約が各l司によ

って那‖され,CO2排汁.量を将来,1990年レベルに維持す

る収り決めがなされた｡火ノJ発電の増加はCO2才肘11罷の

増加につながるので,CO2排出韮を増加させないために,

既設も含めたいっそうの高効率発電と,憤了･力などの

CO2を雅子仁しないエネルギーの利用,さらにCO2の分離

同左などを検討していく必要がある｡

田 電源からのCO2排出量の低減

3.1低減のための方策

CO2排川量を増加させか-ためには,表4に示す四つ

のノJ策がある｡

第一は,ヲ芭電プラントの高効率化であり,45～50%と

発電効率の極限に挑戦する必要がある｡

第二は,炭素含有率の低い燃料への転換である｡LNG

へ転換するのが品も効果的である｡単位発熱量ソ1たりの

表3 平成4～13年度電源開発計画 全体に占める火力発電

の割合は約60%と大きく,石炭とLNG(液化天然ガス)火力で占め
る｡

電源開発量 比 率

(万kW) (%)

火 力 4′745 63

石 炭 2′299 31

LNG 2′207 29

その他 239 3

原 子 力 l′868 25

水 力 912 12

合 計 7′525 100

出典:資源エネルギー庁 平成4年度施設計画の概要
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表4 発電分野でのCO2排出量低減策 二の表に示すように

対策として4項目考えられるが,当面(りと(3)が最重点課題である｡

低 減 策 内 容

川 発電プラントの効率向上 効率>45-50%

(2)炭素含有率の低い燃料へ

の転換

石炭 0.02ト0.024 Ckg/k+
石 油 0.O15～0,O17

LNG(CH｡)0.O12

(3)CO2を発生しないエネル

ギーの利用
原子力･水力･地熱･太陽･風力

(4)CO2の分離固定

吸収･吸着･再資源化･海洋還元

(例) 効率

●石炭火力 39%

+

●アミン吸収(符87%) ～26%

J

●海洋還元(液化) ～21%

発生CO2量をLNGで1とすれば石炭は1.8,石油は1.4と

なり,石炭からのCO2発生量が最も多い｡しかし,わが国

にとって埋蔵量の最も豊富な石炭を使ってし､くことが資

源の安定確保の点で重要なことであり,しーつそうの高効

率利用が必要となる｡

第三は,CO2の発生しないエネルギーの利用であり,原

子九 水力,自然エネルギーの開発が必須(す)の条什と

なる｡

第四は,燃焼排ガス中のCO2を吸収または吸着するこ

とによって分離させて,有用物質への再資源化 海洋還

元を行うことが考えられる｡しかし,石炭火力にCO2の分

離･同左プロセスを通用したシステムを試算すると,新

たなエネルギーを消費するため,発電の大幅な効率低下

は避けられない｡今後とも長期的課題として開発を進め

ていく必要がある｡

いずれにせよ将来の火力発電は,石炭とLNG発電で支

えていくことになるので,高効率発電が最も重要な課題

となる｡

3.2 発電効率とCO2排出量

燃料固有の単位発熱量当たりの含有C(炭素)量Ci(C-

kg/kWh)と発電効率符(%)から,発電プラントからの

CO2排出量Ca(C-kg/kWh)を計算式Ca=100Ci/符に基づ

いて求めた｡その結果を図1に示す｡熱効率が高いほど,

またCの含有量の少ない燃料ほど単位出力当たりの発生

CO2量は少なくなる｡この繰上に現在実用化されている

発電プロセス,または開発途上にある発電プロセスを発

電効率に対応して記入した｡石炭火力ではコンペンショ
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lGCC(石炭ガス化発電)
IG-MCFC(石炭ガス化一溶融炭酸塩型燃料電池発電)

ACC(アドバンストコンバインドサイクル発電)

図l発電効率とCO2排出量との関係 石炭火九LNG火力の

いずれでも高効率化のための技術開発を推進している｡

ナルに対して発電効率向上のため,PFBC(加圧流動層発

電),USC(超々臨界庄発電),IGCC(石炭ガス化発電),

IG-MCFC(ホ炭ガス化一溶融炭酸塩型燃料電池発電)の

開発が推進されており,燃料電池を使ったシステムで最

高50%の効率に到達する可能性がある｡PFI∋Cは比較的,

中･小容量の領域で実用化されると考えられる｡

LNG火力ではUSC,ACC(アドバンストコンバインド

サイクル発電),MCFCの順に発電効率は高くなり,燃料

電池を使ったシステムで55%の効率を達成する可能性が

ある｡ACCではUSCに対して圧倒的に発電効率が高く,

今後ともACCがLNG火力の主流技術としてその大半を

占める｡

田 高効率発電への取組

4.1石炭火力

石炭火力は,原子力に次ぐベース電源として大容量化,

高効率化,運用性の向上が図られている｡すでに大容量

という点では,電源開発株式会社竹憤火力発電所納め3

号機700kWプラントが昭和58年3月から,同社松浦火力

発電所納め1号機1,000MWプラントが平成2年6月か

らそれぞれ営業運転に入っている｡さらに高効率化や高

遵fH化という点では,qI部電力株式会社碧南火力発電所

納め2号機変圧700MWプラントが平成4年6月から営
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業運転に入っている｡

プラントの熱効率の向上ということに対して,中部電

力株式会社と共同開発によってチタン介金製の40インチ

長撃を開発し,回転数3,600r/minの700MWタンデム機

を世界で初めて採用することにより,相対値で1.6%の効

率向上を図った｡いずれも蒸気条件は246気圧,過熱器,

再熱器の温度はそれぞれ5380c,5660cである｡発電効率

の向上にはさらに蒸気条什の高温･高圧化が必要なの

で,システム,高温高強度材の評価,電源開発株式会社

との共同研究による同社若松火ノJ発電所での材料の高温

腐食･水蒸気酸化および制御弁の実缶での実証を実施し

ている｡

石炭火力で微粉炭燃焼火力は,今後20年以上にわたっ

て主流技術として発展する｡その間にPFBC,IGCC,IG-

MCFCの技術が実用化される｡新技術の発電効率と実用

化時期との関係を図2に示す｡USCに関しては高温高強

度材,および高温耐腐食材の開発と経済性の評価と相ま

って,高温高圧化による高効率化が順次進むものと考え

ている｡

PFBCについては,発熱量で2MW相当のテストプラ

ントをR立製作所内に設置し,多炭種について加圧燃焼

の基本特性を把握するとともに制御特性の解析をも進め

ている｡さらに主要機器である桁密脱腱(じん)装置,高
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図2 石炭火力の効率向上の見通し 石炭火力でUSCは,今

後20年以上にわたって主流技術として使われ,蒸気条件の高温高圧

化が進む｡その間,lGCCなどの技術が実用化される｡

温制御弁,ガスタービンを250MW商業プラントをR標

に開発中である｡PFBCの発電効率は大容量のUSCを超

えることはできないが,ガスタービンで燃料を追加し燃

焼させるトッピングを付加することにより,効率向_Lが

‾叶能である｡

IGCCについては,噴流床石炭ガス化炉とガスタービ

ンを開発中である｡亡卜立製作所内に設置した石炭処理策

1t/d PDU(Process Development Unit)で高効率ガス

化炉を開発している｡さらに,国家プロジェクトである

200t/d噴流床ん炭ガス化発電パイロットプラントの開

発に参画し,1,30nOc級石炭ガス化用13MWガスタービ

ン設備,大形ガスタービン燃焼器試験設備,および保安

設備を担当している｡平成3年から試験運重かこ入り,イイ

炭ガスによるガスタービンの発電に成功している｡これ

らの実績を踏まえて次期の250～350MW級IGCC実m機

の開発を推進していきたい｡IGCCの効率はガスタービ

ンの高温化に左右されるので,タービン入l)ロガス温度

が高ければ高いほど効率がIhJ上する｡1,50()℃扱高温ガ

スタービンが開発されれば,発電効率がん炭火力で初め

て45%を超えることになる｡その実用化時期は乎戌12年

以降になる｡

環境調和に関しては火炎内脱硝による微粉炭燃焼低

NOxバーナを開発して燃焼排ガス中のNOxを30～60%

に低減することができる｡すでに国内外の多数の石炭ボ

イラに適用して実績をあげており,平成4年度の環境賞

を受賞している｡さらに排煙脱硫,脱硝,脱塵装置につ

いても高性能化,合理化,簡素化のための技術開発を推

進し,その一部は米田やEC諸国の環境保全に役立ってい

る｡

4.2 LNG火力

LNG火ノJでの新技術の実用化時期とその発電効率と

の関係を図3に示す｡LNG火力では石炭火力の場合と異

なリACCの効率がUSCに比較して大幅に高し-ので,今後

計画小のLNG火力の大部分でACCが採用されると思わ

れる｡ACCではIGCCに比較して燃料が直接ガスで供給

されるので,ガス化に伴う熱損失がなく,その分,効率

が相対値で約10%高くなる｡特にACCは,高効率でかつ

環境適合性や運用性に優れており,将来の主流発電方式

として国内で数多く計画されている｡

R立製作所は,コンバインドサイクル発電で数多くの

納入実績を持っている｡最近では1,1000c級ガスタービ

ンを用いたコンバインドサイクル発電プラントが中指電

ノJ株式会社柳井発電所1-1系列(35()MW)で平戌3午
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図3 LNG火力の効率向上の見通し ACCの効率は,USCに対

し大幅に高い｡

11Jlに,九州電ノJ株式会社新人分発電所1号系列(690

MW)で平成4年6月にそれぞれ営業運転に入り,発電

端効率(HHV)で約44%の高性能をホしている｡

さらに高効率化を目指した口立-GEの最新モデルF形

ガスタービンは,1,3000c級と高温化されており,このガ

スタービンを使ったACCの効率は46～48%とさらに高

くなる｡将来をH指して開ヲ芭を進めている1,5000cガス

タービンが完成すれば,その効率は50%を超えるものと

考えてし､る｡

R_カニ製作所は,ガスタービンの研究開発を強化するた

め,新たにガスタービン開発センターを設けるとともに

実機での運転ができる130MW人形ガスタービン総合実

用化試験設備の建設,GTD(GasTurbineDevelopment)

センターの増強により,環境調和形を目指した低NOx,

高温ガスタービンの開発を推進している｡

MCFCに関しては,通商産業省工業技術院のムーンラ

イト計何に基づいて,口_束製作所は燃料電池本体につい

てNEDO(新エネルギー･産業技術開発棟構)からの委

託開発を,また改質装置,プラントシミュレーション技

術,石炭ガス化対応技術であるガス精製技術などの周辺

システムの開発についてMCFC発電システム技術研究

組合からの委託開発をそれぞれ推進している｡

開発は,第一期が昭和56年に始まり,1kW,10kWの

電池を完成した｡さらに昭和62年から第2期計画に人り,

大形化の技術開発を推進した｡電極有効面積で1.21m2の

複合人容量形セルを多層に積層することによって25kW

級燃料電池を完成した｡この大形電池を試験し,6気b三

の加は下で5,700時間の運転に成功した｡現在この結果を

跳まえて,100kW燃料電池を製作中である｡

平成5年度に100kW級電池と発電システムが評価さ

れ,この結果に基づいて1,000kW級燃料電池プラントの

開発が決定されることになっている｡MCFCは作動温度

が650℃と高いため,熱回収を組み合わせた発電システ

ムの効率は,他の発電システムに比較して最も高くなる

可能性がある｡

8 おわりに

火力発電は今後の増大する電力需要の60%以上を賄

い,発電分野で重要な役割を果たす｡地球環境に関して

は新たな課題として温暖化防止のためのCO2排出量の削

減があり,いっそうの発電効率の向上が必要である｡

｢寸立製作所は,ガスタービンを中心としたコンバイン

ドサイクル発電方式を実用化し,さらに脱硫･脱硝･低

NOx燃焼･高効率化のための開発を推進することによ

って,環境調和形の火力発電設備の完成をH指している｡

さらにIGCCやMCFCについて国家プロジェクトに参内

し,よりいっそうの火力発電の高度化を推進していく考

えである｡
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